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１．総論 

【総括判断】「県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が引き続き
あるなか、供給面での制約の影響がみられるものの、緩や
かに持ち直している」   

項 目 前回（4年1月判断） 今回（4年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影
響が引き続きあるなか、一部に
弱さがみられるものの、緩やか
に持ち直している 

新型コロナウイルス感染症の影
響が引き続きあるなか、供給面
での制約の影響がみられるもの
の、緩やかに持ち直している 

 

（注）4年4月判断は、前回4年1月判断以降、4年4月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。    

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動

は、持ち直しの動きに一服感がみられる。雇用情勢は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直

しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（4年1月判断） 今回（4年4月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、緩やかに持ち直している 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直している  

生産活動 
一部に弱さがみられるものの、持ち直してい
る 

持ち直しの動きに一服感がみられる 
 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつある  

設備投資 
3 年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業） 

3 年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業収益 
3年度は増益見込みとなっている（全規模・
全産業） 

3 年度は増益見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業の 

景況感 
「上昇」超に転じる（全規模・全産業） 「下降」超に転じる（全規模・全産業） 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を上回っている  

公共事業 前年を下回っている 前年を下回っている  

【先行き】 

先行きについては、感染対策のもと経済社会活動を継続していくなかで、各種政策効果等もあって、持
ち直していくことが期待される。ただし、感染症による影響を注視する必要があるほか、ウクライナ情勢
等による不透明感がみられるなかで、供給面での制約や原材料価格の動向による県内経済の下振れリス
クに十分注意する必要がある。 

２．各論 
 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」 
百貨店、コンビニエンスストア及びドラッグストアの各販売額は前年を上回っている。スーパー販売額

は前年並みとなっている。家電、ホームセンターの各販売額及び新車登録届出台数は前年を下回っている。
このほか、宿泊や飲食サービスなどは緩やかに持ち直している。このように個人消費は、感染症の影響が
みられるものの、緩やかに持ち直している。 



（主なヒアリング結果） 

➢ 客数の伸び悩みはあるものの、売上はブランド品を中心に前年を上回っている。（百貨店、大企業） 

➢ 前年と比べると内食需要が低減してきているが、コロナ前と比べると好調を維持している。（スーパー、中堅企業） 

➢ まん延防止解除後も客足の戻りは鈍いが、少し行楽需要は出てきており、カウンターフードやおにぎりが多少伸びている。

（コンビニエンスストア、中堅企業） 

➢ コロナ前より、来店頻度が高い状況が続いていることから、日用雑貨は堅調であり、また、食料品のついで買いも続いて

いる。（ドラッグストア、大企業） 

➢ 受注は堅調に推移しており、納車長期化の影響で受注残は通常の2～3倍に膨れ上がっている。（自動車販売、中堅企業） 

➢ まん延防止解除の話題が出始めて以降、稼働率はコロナ前の水準には満たないものの、改善傾向にある。（宿泊、中堅企

業） 

 生産活動 「持ち直しの動きに一服感がみられる」 

生産を業種別にみると、生産用機械は増加傾向であるが、輸送機械は低調、化学等は減少しており、持

ち直しの動きに一服感がみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 半導体不足等により、国内生産は当初計画よりも少ない。今後は、ウクライナ情勢等による原油高・物価高が消費に影響

することを懸念している。（輸送機械、大企業） 

➢ 自動車関連の生産に頭打ち感があり、基礎化学品等の生産に影響が出ている。（化学、大企業） 

➢ 世界的な半導体不足により、半導体製造装置が好調であり、受注も多い状況。（生産用機械、大企業） 

➢ 半導体不足等を背景に完成車メーカーからの受注は不安定なため、部品メーカーとしては厳しい状況。（金属、大企業） 

➢ 一部製造ラインのメンテナンス実施により生産は減少。また、まん延防止適用の影響もあってか、若干在庫が積み上がっ

ている。（食料品、大企業） 

 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

有効求人倍率は概ね横ばいで推移しているが、新規求人数が増加基調であることや、雇用保険受給者実

人員が前年を下回っていることなどから、雇用情勢は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直

しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 既存業務の拡大・新規事業への対応のため、正規雇用を増加させている。また、研究開発等を行う高度人材を増加させて

いく方針。（化学、大企業） 

➢ 外食産業でのアルバイトの募集が少なかったことで、当社への応募が増えていた時期もあったが、足下ではコロナ前と変

わらない状況となっている。（飲食サービス、大企業） 

 設備投資 「3年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」4年1-3月期 
○ 3年度の設備投資計画額をみると、全産業で前年度比15.0％の増加見込みとなっている。業種別にみると、
製造業は同6.8％の増加見込み、非製造業は同34.8％の増加見込みとなっている。 

 企業収益 「3年度は増益見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」4年1-3月期 
○ 3年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全産業で前年度比16.2％
の増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同11.9％の増益見込み、非製造業は同23.6％の増益
見込みとなっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 部品価格や輸送費の高騰等、コスト要因により、当初計画から下方修正。（電気機械、大企業） 

➢ ガソリン等の燃料費上昇の影響は大きく、直ぐには価格転嫁できないことから、利益の減少を懸念している。（運輸、大

企業） 

 企業の景況感 「『下降』超に転じる」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」4年1-3月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩをみると、全産業で「下降」超に転じている。規模別にみると、大企業、中堅企業、
中小企業いずれも「下降」超に転じている。 

 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を上回っていることから、全体で前年を上
回っている。 

 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 公共工事前払保証請負金額をみると、前年を下回っている。 
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１．個人消費

【グラフ１】

（注）令和4年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ２】

（注）令和4年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ３】

（注）令和4年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

全店 57.8 ▲ 6.4 4.8 8.4 19.8 176.5 118.8 ▲ 3.5 ▲ 0.9 ▲ 15.0 ▲ 4.1 1.8 5.6 6.1 17.5 ▲ 1.1

既存店 61.7 ▲ 4.6 4.8 8.2 22.3 185.6 125.0 ▲ 1.4 2.2 ▲ 12.9 ▲ 4.1 1.8 5.6 6.1 17.5 ▲ 1.1

▲ 40
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対前年増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

全店 ▲ 1.9 0.6 1.4 0.0 ▲ 2.2 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 0.9 1.1 ▲ 1.6 2.6 1.1 5.0 ▲ 1.0 ▲ 1.3 1.5

既存店 ▲ 3.2 ▲ 0.5 0.0 ▲ 1.7 ▲ 3.3 ▲ 3.8 ▲ 3.9 ▲ 2.0 0.0 ▲ 2.9 1.5 ▲ 0.3 3.6 ▲ 2.4 ▲ 3.0 ▲ 0.4

▲ 15

▲ 10

▲ 5
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対前年増減率（％）
スーパー販売額（神奈川県）

百貨店販売額（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

全店 4.4 1.8 1.0 1.0 2.4 5.6 5.2 2.4 5.8 ▲ 1.4 1.3 1.5 ▲ 2.1 3.3 1.7 0.5

▲ 10

▲ 5
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対前年増減率（％）
コンビニエンスストア販売額（神奈川県）
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【グラフ４】

（注）全店ベース。令和4年1-2月期は当局試算である。 　【経済産業省】

【グラフ５】

【日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3年 4年 3年 4年

普通車【左軸】 23,931 24,888 23,118 28,436 7,228 7,369 9,334 8,919 7,433 8,536 6,461 7,995 8,662 8,300 7,947 12,189

小型車【左軸】 15,532 15,411 14,187 18,665 5,130 4,959 5,443 6,265 4,855 4,291 4,372 5,084 4,731 5,234 5,342 8,089

軽自動車【左軸】 10,687 9,830 10,368 12,321 3,720 3,408 3,559 3,317 3,309 3,204 3,176 4,040 3,152 3,399 3,905 5,017

対前年増減率【右軸】 37.0 ▲ 13.0▲ 18.2▲ 15.6 42.7 61.2 17.6 1.5 ▲ 1.0 ▲ 32.2▲ 29.2▲ 13.7▲ 11.3▲ 14.9▲ 18.8▲ 13.8
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乗用車新車登録届出台数（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

ドラッグストア 0.2 2.3 2.4 5.0 ▲ 1.6 ▲ 3.4 2.1 2.0 2.3 1.7 2.9 3.9 1.4 2.1 5.8 4.2

家電 8.3 ▲ 13.7 ▲ 5.8 ▲ 1.5 11.7 35.4 18.7 ▲ 16.3 ▲ 9.6 ▲ 22.3 ▲ 8.2 ▲ 2.5 ▲ 11.7 ▲ 3.4 ▲ 1.4 ▲ 1.6

ホームセンター ▲ 1.0 ▲ 9.1 ▲ 4.4 ▲ 5.7 1.3 7.0 1.2 ▲ 10.6 ▲ 5.1 ▲ 17.6 ▲ 3.2 ▲ 1.7 ▲ 5.8 ▲ 5.4 ▲ 4.2 ▲ 7.4

▲ 40

▲ 20
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20

40
対前年増減率（％） 業態別販売額（神奈川県）
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２．生産活動

【グラフ６】

　

【神奈川県】

【グラフ７】

　

※

（注）四半期は当局試算である。 【神奈川県】

持ち直しの動きに一服感がみられる

（注）四半期は当局試算である。

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

対前月（期）増減率【右軸】 3.4 ▲ 2.3 0.2 ▲ 0.9 3.1 3.7 ▲ 7.2 7.5 ▲ 2.0 1.8 ▲ 11.3 5.4 6.0 ▲ 4.4 3.3 ▲ 6.1

生産指数【左軸】 93.9 91.7 91.9 91.1 92.9 96.3 89.4 96.1 94.2 95.9 85.1 89.7 95.1 90.9 93.9 88.2
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対前月（期）増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

生産指数 93.9 91.7 91.9 91.1 92.9 96.3 89.4 96.1 94.2 95.9 85.1 89.7 95.1 90.9 93.9 88.2

輸送機械 86.2 76.5 74.4 79.7 93.5 105.6 71.5 81.4 84.0 86.1 59.4 64.8 84.8 73.6 75.7 83.6

化学 102.6 107.2 104.2 94.8 95.9 102.6 100.4 104.9 102.0 111.6 108.0 103.9 102.7 106.0 97.7 91.9

食料品・飲料 101.8 104.5 96.4 93.6 97.0 106.4 98.9 100.2 108.3 105.9 99.4 95.5 96.6 97.0 95.7 91.4

生産用機械 92.1 96.6 121.0 118.7 90.4 83.5 71.9 120.8 100.5 91.9 97.4 113.7 134.0 115.3 123.9 113.4
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工業生産指数（神奈川県：季節調整値）

業種別工業生産指数（神奈川県：季節調整値）
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３．雇用情勢

【グラフ８】

　（注）1．パートを含む。  2．令和4年1-2月期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ９】

　（注）1．パートを含む。  2．令和4年1-2月期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ１０】

　（注）四半期は当局試算である。 【神奈川労働局】

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

雇用保険受給者実人員【左軸】 29,197 31,041 27,45025,112 29,366 29,247 27,305 31,039 31,32931,635 30,160 28,57126,730 27,049 25,545 24,678

対前年増減率【右軸】 11.8 ▲ 12.1▲ 16.5▲ 14.6 23.1 29.0 9.5 1.0 ▲ 8.6 ▲ 11.2▲ 16.4▲ 18.7▲ 15.4▲ 15.0▲ 14.0▲ 15.2

▲ 20
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4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

有効求人倍率（神奈川） 0.78 0.82 0.80 0.79 0.76 0.77 0.78 0.79 0.81 0.82 0.82 0.81 0.79 0.78 0.77 0.80

有効求人倍率（全国） 1.11 1.15 1.17 1.21 1.10 1.09 1.10 1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21

0.7

0.9

1.1

1.3

（倍）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

新規求人数 29,833 30,824 31,312 31,502 30,294 28,912 29,846 30,741 29,249 31,916 31,308 30,120 31,221 32,595 30,749 32,254
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有効求人倍率（季節調整値）
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雇用保険受給者実人員（神奈川県）
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４．設備投資

【グラフ１１】

　

５．企業収益

【グラフ１２】

3年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業）

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】

3年度は増益見込みとなっている（全規模・全産業）

     【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】
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６．企業の景況感

【グラフ１３】

　

　

７．住宅建設

【グラフ１４】

　

　

　（注）1.対前年増減率には給与住宅を含む。 2.四半期は当局試算である。

「下降」超に転じる（全規模・全産業）

前年を上回っている

【国土交通省】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9
30年 31年 元年 2年 3年 4年

全規模 0.5 ▲ 7.8 ▲ 12.4 ▲ 3.7 ▲ 13.9 ▲ 17.5 ▲ 52.8 ▲ 10.1 2.0 ▲ 11.9 ▲ 9.2 ▲ 1.0 5.1 ▲ 10.6 1.2 6.5

大企業 3.5 ▲ 4.3 ▲ 13.8 ▲ 1.4 ▲ 12.0 ▲ 12.9 ▲ 45.5 ▲ 3.5 14.5 ▲ 3.8 ▲ 6.4 5.4 8.5 ▲ 5.8 3.2 6.9

中堅企業 ▲ 0.6 ▲ 5.4 ▲ 4.4 ▲ 2.7 ▲ 12.4 ▲ 15.0 ▲ 56.3 ▲ 0.7 1.3 ▲ 9.3 ▲ 6.1 3.3 5.3 ▲ 9.5 2.0 8.1

中小企業 ▲ 2.1 ▲ 14.0 ▲ 19.0 ▲ 7.5 ▲ 17.9 ▲ 25.9 ▲ 59.4 ▲ 28.8 ▲ 12.7 ▲ 23.5 ▲ 15.0 ▲ 12.8 0.7 ▲ 17.6 ▲ 2.0 4.6
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（％ﾎﾟｲﾝﾄ）
現状

見通し

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

神奈川県内企業の景況判断ＢＳＩ

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

3年 4年 3年 4年

持家【左軸】 1,172 1,321 1,361 1,128 1,242 873 1,320 1,322 1,370 1,325 1,269 1,451 1,183 1,449 1,109 1,146

貸家【左軸】 1,969 1,815 2,105 2,150 1,929 1,409 2,358 2,140 1,672 1,972 1,800 2,305 1,732 2,277 2,483 1,816

分譲【左軸】 2,544 1,881 2,024 2,346 2,164 2,202 2,731 2,700 1,816 2,046 1,782 1,765 2,176 2,130 2,292 2,400

対前年増減率【右軸】 12.5 ▲ 8.0 11.5 14.6 8.3 ▲ 22.9 56.6 17.2 ▲ 15.6 ▲ 3.3 ▲ 4.4 15.1 ▲ 9.3 34.3 12.2 17.5
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（戸） 対前年増減率（％）新設住宅着工戸数（神奈川県）
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８．公共事業

【グラフ１５】

　（注）四半期は当局試算である。 【東日本建設業保証㈱他】

前年を下回っている

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3年 4年 3年 4年

対前年増減率 20.1 34.7 ▲ 30.0 ▲ 4.2 69.0 ▲ 10.7 14.6 ▲ 3.3 134.0 ▲ 4.8 ▲ 27.0 ▲ 13.7 ▲ 46.2 ▲ 5.3 7.0 ▲ 7.6

▲ 60
▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100
110
120
130
140
150

額対前年増減率（％） 公共工事前払保証請負金額
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